
 

（日本産業規格Ａ４） 

別記様式第一号（第４条第１項関係） 

                                                                     （第１面） 

 

 

                                              

令和 ○○年 ○○月 ○○日 

 

国土交通大臣 殿 

 

                            申請者    千代田不動産株式会社           

                                      代表取締役 霞 次郎 

 

                    登  録  申  請  書 

 

  不動産投資顧問業登録規程第４条第１項の規定により、不動産投資顧問業の登

録の申請をします。この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありませ

ん。 

  

申請年月日の記入漏れが多いです。 

申請年月日の記入はしましたか？ 

商号・氏名等は正確に記入しましたか？ 



 

                                                                    （第２面） 

※ 登録番号 第   号 （令和  年  月  日） 

１.投 資 顧 問 業 の 種 類              一般不動産投資顧問業  総合不動産投資顧問業 

２.法 人 ・ 個 人 の 別             法人                    個人 

   （ ふ り が な ） 

３.商 号 又 は 名 称             千代田
ち よ だ

不動産
ふ ど う さ ん

株式
かぶ し き

会社
か い し ゃ

 

 （ ふ り が な ） 

４.氏           名 

 （法人である場合は代表者氏名） 

 

霞
かすみ

 次郎
じ ろ う

 

５.資    本    金    額 ○○○○万円 

６.役           員 

（ ふ り が な ） 

    氏       名 

 

   役    職    名 

 

    常勤・非常勤の別 

霞
かすみ

 次郎
じ ろ う

  代表取締役 常勤   非常勤 

 春日
か す が

 太郎
た ろ う

  専務取締役 常勤   非常勤 

 西山
に しやま

 史郎
し ろ う

  取締役営業部長 常勤   非常勤 

山田
や ま だ

 知子
と も こ

  取締役 常勤   非常勤 

西田
に し だ

 由起夫
ゆ き お

  監査役 常勤   非常勤 

（記載上の注意） 

  １ 「※登録番号」には、記載しないこと。 

  ２ 「１.投資顧問業の種類」は、該当するものに○印を付けること。 

  ３ 「２. 法人・個人の別」は、該当するものに○印を付けること。 

  ４ 「３.商号又は名称」、「４.氏名」 

    （１） 法人は商号を「３.商号又は名称」に記載し、個人は氏名を「４.氏名」に記載すること。 

    （２） 個人は、「３.商号又は名称」に、商号登記をしている場合はその商号を、商号登記をしていない場合は、屋

号等の名称を記載することができる。 

    （３） 外国人においては、外国人登録証明書等に記載された通称名がある場合は、「４.氏名」に（ ）書きで併せて

記載することができる。 

  ５ 「５.資本金額」には、出資総額を含む。 

  ６ 「６.役員」について、記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、その書面を第２面の次

に添付すること。

「氏名」などのふりがなを記入し忘れないこと 

役員は、代表取締役、取締役、監査役の

すべてを記入してください。 



 

                                        （第３面） 

７.第４条第１項第３号又は第４号に規定する重要な使用人 

 

    （ ふ り が な ） 

   氏      名 

    （使用人の種類） 

 

     職           名 

 

   統括する業務の別 

北山
き たやま

 一郎
い ち ろ う

 

助言業務を行う者 

投資判断を行う者 

  

助言並びに投資判断業務全

般 

   

 

計    １   名 

  

  （記載上の注意） 

    １ 第４条第１項第３号に規定する重要な使用人の種類（営業所の業務を統括する者、不動産の価値の分析又は当該分

析に基づく投資判断を行う者、助言の業務を行う者、判断業務統括者等）を「氏名」に付記することとし、複数の種

類に該当する場合は、その該当するすべての種類を付記すること。 

    ２  「統括する業務の別」には、判断業務統括者が統括する業務の別（投資判断、売買、貸借、管理等）を記載するこ

と。 

    ３ 記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、その書面を第３面の次に記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

助言の業務を行う者を記入しましたか？ 

ふりがなの記入はしましたか？ 



 

                                                                     （第４面） 

８.不動産投資顧問業を営む営業所の名称及び所在地 

 

 

名     称 

 

 

 設置年月日 

 

所  在  地 

 

北山不動産投資顧問 

 

昭和50年３

月３日 

〒○○○－○○○○ 

東京都千代田区霞ヶ関○－○－○ 

電話 ０３－△△△△－△△△△ 

ＦＡＸ０３－△△△△－△△△△ 

   

 

計    １   店 

  

  （記載上の注意） 

    １ 「名称」には、主たる営業所及びその他の営業所を、それぞれ区分して記載すること。 

    ２ 「所在地」には、その営業所の電話番号を併せて記載すること。 

    ３ 記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、その書面を第４面の次に添付すること。 

事務所の設置年月日（現在の事務所の

設置年月日）を記入しましたか？ 

事務所の郵便番号、電話番号、ＦＡＸ番号、

住所は記入しましたか？ 

※ （法人の場合）複数の支店がある場合は、顧問業を行う支店・営業所のみを記載してください。 



 

                                                                   （第５面） 

 

９.業務の方法 【パターン 1】 

 

１．投資助言業務は、次のような不動産を対象として行う。（※１） 

①  種類：主に業務ビル（※２） 

②  規模：主に延床面積100㎡以上 

③  所在する地域：主に東京都内、主に○○県○○市及びその周辺 

 

２．助言の方法は、単発的な取引に係る助言及び一定期間継続的な資産運用に係る

助言等 

 

３．報酬体系は、投資総額の00％～ 00％とする。 

但し、詳細は、契約締結時に決定する。 

注（「参考」の例示―１，―２を参考に、申請者の報酬基準を策定し、できる限り 

わかりやすく、かつ具体的に記載してください。） 

 

４．報酬の受領時期は、業務完了時とする。 

注（「参考」の例示―３を参考に、申請者の策定した受領時期をできる限り詳細に 

記載してください。） 

 

 （記載上の注意） 

     次の各項目につき記載すること。 

   １ 投資助言業務又は投資一任業務の対象となる不動産の種類（例：業務用ビル、商業施設、住宅等）、規模及び所在す

る地域 

   ２ 助言の方法（例：単発的な取引に係る助言、一定期間継続的な資産運用に係る助言等） 

   ３ 報酬体系 

     （１）顧客が不動産投資顧問業者へ支払う報酬の定め方を具体的に金額を明示して記載すること。 

     （２）会費制の場合において会費の額により助言の内容及び方法が異なる場合は、当該内容及び方法を会費額別に具体

的に記載すること。 

     （３）成功報酬体系を採る場合は、その報酬の算出方法、売買の確認方法を具体的に記載すること。 

   ４  報酬の支払時期 

  ５ 匿名組合、信託及び特定目的会社等を用いる場合はその方法 

  ６ 総合不動産投資顧問業者の登録をしようとする者にあっては、不動産の運用実績の開示について、ＧＩＰＳ基準（資

産運用会社による運用実績の公正な表示と完全な開示を確保するために定められた国際共通基準をいう。）に準拠表明

をしたものである場合には、その旨 

 

 

 

 

※ １ 「種類」、「規模」、「所在する地域」の各々の項目について、できる限り詳細に記載してください。 

限定しない場合についても「限定なし」などと記載してください。 

※ ２ 他の例示として、「主に住宅」、「主に商況施設」等。 

（注） 上記のように主要業務について記載してください。 



 

                                       （第５面） 

 

９.業務の方法 【パターン２】 

 

１．投資助言業務は、次のような不動産を対象として行う。（※１） 

① 種類：主に業務ビル（※２） 

② 規模：主に延床面積100㎡以上 

④  所在する地域：主に東京都内、主に○○県○○市及びその周辺 

 

２．助言の方法は、単発的な取引に係る助言及び一定期間継続的な資産運用に係る

助言等 

 

３．報酬体系は、 

00万円以下               00％ 

不動産投資総額   00万円超～000万円以下   00％     とする。 

000万円超            00％ 

但し、詳細は、契約締結時に決定する。 

注（「参考」の例示―１，―２を参考に、申請者の報酬基準を策定し、できる限り

わかりやすく、かつ具体的に記載してください。） 

 

４．報酬の受領時期は、契約時全額とする。 

注（「参考」の例示―３を参考に、申請者の策定した受領時期をできる限り詳細に

記載してください。） 

 
 （記載上の注意） 

     次の各項目につき記載すること。 

   １ 投資助言業務又は投資一任業務の対象となる不動産の種類（例：業務用ビル、商業施設、住宅等）、規模及び所在す

る地域 

   ２ 助言の方法（例：単発的な取引に係る助言、一定期間継続的な資産運用に係る助言等） 

   ３ 報酬体系 

     （１）顧客が不動産投資顧問業者へ支払う報酬の定め方を具体的に金額を明示して記載すること。 

     （２）会費制の場合において会費の額により助言の内容及び方法が異なる場合は、当該内容及び方法を会費額別に具体

的に記載すること。 

     （３）成功報酬体系を採る場合は、その報酬の算出方法、売買の確認方法を具体的に記載すること。 

   ４  報酬の支払時期 

  ５ 匿名組合、信託及び特定目的会社等を用いる場合はその方法 

  ６ 総合不動産投資顧問業者の登録をしようとする者にあっては、不動産の運用実績の開示について、ＧＩＰＳ基準（資

産運用会社による運用実績の公正な表示と完全な開示を確保するために定められた国際共通基準をいう。）に準拠表明

をしたものである場合には、その旨 

 ※ １ 「種類」、「規模」、「所在する地域」の各々の項目について、できる限り詳細に記載してください。 

限定しない場合についても「限定なし」などと記載してください。 

※ ２ 他の例示として、「主に住宅」、「主に商況施設」等。 

（注） 上記のように主要業務について記載してください。 



 

                                       （第５面） 

 

９.業務の方法 【パターン３】 

 

１．投資助言業務は、次のような不動産を対象として行う。（※１） 

① 種類：主に業務ビル（※２） 

② 規模：主に延床面積100㎡以上 

③ 所在する地域：主に東京都内、主に○○県○○市及びその周辺 

 

２．助言の方法は、単発的な取引に係る助言及び一定期間継続的な資産運用に係る

助言等 

 

３．報酬体系は、以下の通りとする。 

報酬＝（一人当りの人件費 ① 円×従事日数）＋直接経費＋間接経費 ③  

円＋技術料 ④ 円＋特別経費とする。 

①  人件費＜当社標準額：一日一人当り0000円＞ 

②  直接経費＜実費相当額とする。＞ 

③  間接経費＜当社標準額：一日当り0000円＞ 

調査研究費、研修費、減価償却費、通信費などの経費 

④  技術料＜当社標準額：投資総額の00％～00％を標準とし、個別協議 

の上、その額を決定する。＞ 

⑤  特別経費＜実費相当額とする。＞ 

 

注（「参考」の例示―１，―２を参考に、申請者の報酬基準を策定し、できる限り

わかりやすく、かつ具体的に記載してください。） 

 

４．報酬の受領時期は、契約時半額、業務完了時半額とする。 

注意（「参考」の例示―３を参考に、申請者の策定した受領時期をできる限り詳細

に記載してください。） 

 
 （記載上の注意） 

     次の各項目につき記載すること。 

   １ 投資助言業務又は投資一任業務の対象となる不動産の種類（例：業務用ビル、商業施設、住宅等）、規模及び所在す

る地域 

   ２ 助言の方法（例：単発的な取引に係る助言、一定期間継続的な資産運用に係る助言等） 

   ３ 報酬体系 

     （１）顧客が不動産投資顧問業者へ支払う報酬の定め方を具体的に金額を明示して記載すること。 

     （２）会費制の場合において会費の額により助言の内容及び方法が異なる場合は、当該内容及び方法を会費額別に具体



 

的に記載すること。 

     （３）成功報酬体系を採る場合は、その報酬の算出方法、売買の確認方法を具体的に記載すること。 

   ４  報酬の支払時期 

  ５ 匿名組合、信託及び特定目的会社等を用いる場合はその方法 

  ６ 総合不動産投資顧問業者の登録をしようとする者にあっては、不動産の運用実績の開示について、ＧＩＰＳ基準（資

産運用会社による運用実績の公正な表示と完全な開示を確保するために定められた国際共通基準をいう。）に準拠表明

をしたものである場合には、その旨 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ １ 「種類」、「規模」、「所在する地域」の各々の項目について、できる限り詳細に記載してください。 

限定しない場合についても「限定なし」などと記載してください。 

※ ２ 他の例示として、「主に住宅」、「主に商況施設」等。 

（注） 上記のように主要業務について記載してください。 



 

（参考） 

 

 

 

 

 

３の報酬体型の例示（金額・料率等具体的に記載してください。） 

 

例示－１ 

「不動産投資総額に一定の料率を乗じて算出する方式」を基準とする場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

例示－２ 

「コスト・アプローチ式」を基準とする場合） 

 

 

① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４の報酬受領時期の例示 

 

例示－３（下記例示を参考に、受領時期を検討してください。） 

 

 

 

 

 

 

 

「パターン１」～「パターン３」までの３及び４については、詳細な記入が必要と 

なりますので、下記の例示を参照してください。 

① 不動産投資総額の   ％～    ％とする。 

但し、詳細は契約締結時に決定する。 

 

00万円以下            ％ 

②不動産投資総額  00万円超～000万円以下       ％ 

          00万円超             ％ 

但し、見積もり提出後、個別協議で決定する。 

報酬＝（一人あたりの人件費 ① 円×従事日数）＋直接経費＋間接経費   円 

    ＋技術料   円＋特別経費 とする。 

①  人件費  ＜当社標準額：一日一人当り   円＞ 

②  直接経費 ＜実費相当額とする。＞ 

③  間接経費 ＜当社標準額：一日一人当り   円＞ 

 調査研究費、研修費、減価償却費、通信費などの経費 

④  技術料  ＜当社標準額：投資総額の   ％～   ％を標準とし、個別     

       協議の上、その額を決定する。＞ 

⑤  特別経費 ＜実費相当額とする。＞ 

 

①  業務完了時 

②  契約時全額 

③  契約時半額、業務完了時半額 

 ※決定した受領時期を記載してください。 



 

                                                                 （第６面） 

 

１０.既に有している免許、許可又は登録 

 

 

業 の 種 類 

 

 

免許等の番号 

 

免許等の年月日 

 

１．金融商品取引法第２９条の登録 

  

 

２．宅地建物取引業法第３条第１項の免許 

東京都知事 

(○)○○○○号 

 

令和○年○月○日 

 

３．不動産特定共同事業法第３条第１項の許可 

  

  （記載上の注意） 

      １から３までのうち該当するものに○印を付け、その免許等の番号、年月日を記載すること。

保有する免許等の番号を記入してください。 



 

                                                                 （第７面） 

 

１１.不動産投資顧問業以外の事業の種類及び内容 

 

 

＜定款の内容にそって記載してください＞ 

 

  １．建物売買業、土地売買業 

  ２．不動産代理業・仲介業 

  ３．不動産管理業 

 

 

 （記載上の注意） 

   １  定款の内容に従って記載すること。定款の定めがない場合、日本標準産業分類表細分類に従って記載すること。 

   ２  第７条第１項第１６号ヘの不動産投資事業については、当該事業の対象となる不動産の種類、規模及び所在する地域

を記載すること。                                                              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 定款に従って記入する方法の他に「日本標準産業分類表細分類（総務省統計局統計基準部）」に従って記

載してください。 

（総務省統計局） 

https://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/index/seido/sangyo/02toukatsu01_03000023.html 

※ 定款に記載される事業であっても現に行っていない事業は記載しないでください。 

 

 

 

 



 

                                                                           （第８面） 

 

１２.主要株主の商号、名称又は氏名及び住所 

 

 

       （ふりがな） 

 商号、名称又は氏名 

  

 

   住     所 
保有する株式の数又は出資 

の金額 

 

割 合 

 

霞
かすみ

商事
しょうじ

（株） 

 

霞
かすみ

 次郎
じ ろ う

 

 

春日
か す が

 太郎
た ろ う

 

 

山田
や ま だ

 知子
と も こ

 

 

 

  １０，０００株 

 

   ４，０００株 

 

   ３，０００株 

  

   １，０００株 

 

５０％ 

 

２０％ 

 

１５％ 

 

５％ 

 

東京都千代田区東

神田○―○―○ 

 

東京都千代田区外

神田○―○―○ 
 

東京都豊島区雑司

が谷○―○―○ 
 

東京都豊島区雑司

が谷○―○―○ 

  （記載上の注意） 

 

    １ 「主要株主」とは、法人の発行済株式の総数又は出資の総額の百分の五以上の株式又は出資を自己又は他人の名義

をもって所有している者をいう。 

    ２ 「割合」とは、保有する株式の数又は出資の金額の発行済株式の総数又は出資の総額に対する百分比をいう。 

    ３ 実質的に保有する株式の数又は出資の金額の多い順に記載すること。 

    ４  名義を親族（配偶者並びに三親等以内の血族及び姻族）に分割している場合は、合算した株式の数又は出資の金額

を「保有する株式の数又は出資の金額」に、その合算した割合を「割合」に（  ）書きで記載すること。 

    ５ 記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、その書面を第８面の次に添付すること。 

 

 

  

「個人」で申請の場合は不要又は「該当なし」と記入して提出してください。 

５％以上出資者・株主について出資割合の多い順に記載してください。 

 



 

                                                                      （第９面） 

１３.役員の兼職の状況 

 

 

       (ふりがな） 

      役員の氏名 

 

常務に従事している他の会社の商号及び業務の種類 

又は他に営んでいる事業の種類 

 

山田
や ま だ

 知子
と も こ

 

 

西田
に し だ

 由起夫
ゆ き お

 

 

 

渋谷不動産株式会社代表取締役 

  土地売買業、不動産代理業・仲介業 
 

西田会計事務所所長 

 

 （記載上の注意） 

  １ 「常務に従事している他の会社の商号及び業務の種類又は他に営んでいる事業の種類」の業務の種類又は他に営ん

でいる事業の種類は、定款の内容に従って記載すること。※定款記載の事業において、主たる事業のみ記載。定款の

定めがない場合、日本標準産業分類表細分類に従って記載すること。 

   ２ 記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載してその書面を第９面の次に添付すること。 

 

 

※１ 役員がほかの会社に「常勤」又は「非常勤」している場合などに記載します。 

※２ 事業に種類については、定款の内容または「日本標準産業分類表細分類（総務省統計局統計基準

部）」に従って記載してください。 

（総務省統計局）  

https://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/index/seido/sangyo/02toukatsu01_03000023.htm 



 

別記様式第二号（第４条第３項第１号関係） 

 

 

 

                         令和○○年 ○○月 ○○日 

 

    国土交通大臣 殿 

 

               申請者   千代田不動産株式会社 

                                 代表取締役  霞  次 郎 

 

 

誓       約       書 

 

 

私並びに不動産投資顧問業登録規程第４条第１項第３号に規定する役員

及び重要な使用人は、不動産投資顧問業登録規程第７条第１項第２号から 

第１２号までのいずれにも該当しない者であることを誓約します。 

 

  

 

   

（記載上の注意） 

   １ 申請者が一般不動産投資顧問業の登録を受けようとする個人である場合においては、（一般不動産投資顧問業の登

録を受けようとする法人の場合）及び（総合不動産投資顧問業の登録を受けようとする場合）の文言を消して使 

用すること。 

  ２ 申請者が一般不動産投資顧問業の登録を受けようとする法人である場合においては、（一般不動産投資顧問業の 

   登録を受けようとする個人の場合）及び（総合不動産投資顧問業の登録を受けようとする場合）の文言を消して使 

用すること。 

３ 申請者が総合不動産投資顧問業の登録を受けようとする場合においては、（一般不動産投資顧問業の登録を受けよ 

うとする個人の場合）及び（一般不動産投資顧問業の登録を受けようとする法人の場合）の文言を消して使用する 

こと。 

申請年月日の記入漏れが多いです。 

申請年月日の記入はしましたか？ 

商号・氏名等は正確に記入しましたか？ 



 

別記様式第三号（第４条第３項第２号関係） 

登録申請者等履歴書 

（ふりがな） 

氏 名 霞
かすみ

   次郎
じ ろ う

 

 

現 住 所 

（郵便番号）○○○－○○○○ 

東京都千代田区外神田○－○－○ 

                                   電話番号（03）△△△△ – △△△△ 

   役 職 名 等 代表取締役 生年月日  昭和○○年○月○日 （満××歳） 

  統括する業務の別    
 
職 
 
歴 
 
及 
 
び 
 
兼 
 
職 
 
状 
 
況 

期  間 内  容 

［職歴］ 

自平成○○年○○月○○日 

至平成○○年○○月○○日 

自平成○○年○○月○○日 

至平成○○年○○月○○日 

自平成○○年○○月○○日 

至平成○○年○○月○○日 

自平成○○年○○月○○日 

至   現在 

 

［業務経歴］ 

自平成○○年○○月○○日 

至   現在 

平成○○年○○月○○日 

 

令和○○年○○月○○日 

 

 

令和○○年○○月○○日 

 

 
 

霞商事（株）入社 

霞商事（株）退社 

千代田不動産株式会社入社・営業 

 

千代田不動産株式会社取締役就任 

千代田不動産株式会社取締役退任 

千代田不動産株式会社代表取締役就任 

 

 

 

賃貸マンション管理：東京都杉並区、土地1,600㎡、４階建、

延1,280㎡、19戸、土地建物価格8億7,000万円 

商業ビルの助言・売却：東京都豊島区、土地187㎡、建 物2

80㎡、３階建、土地建物価格2億7,600万円 

（株）○○の所有建物を投資判断により土地含めて2億円で

購入し、改修した後に３億円で売却：東京都新宿区、土地20

0㎡、建物560㎡、6階建 

賃貸マンションへの投資判断・助言：東京都練馬区、土 地1,6

00㎡、８階建、延2,560㎡、39戸、土地建物価 格15億3,0

00万円 

賞 

罰 

年  月  日 賞  罰  の  内  容 
 な し 

 
    上記のとおり相違ありません。 
 
                                令和○○ 年○○月○○日    氏名  霞   次郎 

（記載上の注意） 

 １ 「登録申請者等」とは、第４条第３項第２号に規定する登録申請者（法人である場合は、その役員）及び重要な使用

人をいう。 

 ２ 「統括する業務の別」には、判断業務統括者が統括する業務の別（投資判断、売買、貸借、管理等）を記載すること。 

３ 「内容」には、当該職務に係る不動産の種類（業務用ビル、商業施設、住宅等）、規模及び所在する地域並びに業務

の種類（投資判断、助言、売買、貸借、管理等）を記載すること。 

  ４ 「賞罰」には、第７条第１項第６号及び第７号に係るものすべてを記載すること。 

住所は住民票の住所を記入すること。 

ただし、単身赴任の場合は居所も併記すること。 

「統括する業務の別」については記入する内容

がある場合に記入すること。 

職歴はできる限り記入すること。会社を複数勤

務していたら前の会社も記入すること。 

業務経歴には、1億円以上の不動産に関する投資判断、助言、売買、貸借、管理等の

別は必ず記入すること。もし、助言と売却がセットの場合は助言と売却を併記すること。 

経歴は通算で2年以上あることが確認出来ること。 



 

別記様式第三号（第４条第３項第２号関係） 

登録申請者等履歴書 

（ふりがな） 

氏 名 
山田
や ま だ

  知子
と も こ

 

 

現 住 所 

（郵便番号）○○○－○○○○ 

東京都豊島区雑司が谷○－○－○ 

                                   電話番号（03）△△△△ – △△△△ 

   役 職 名 等 取締役 生年月日  昭和○○年○月○日 （満××歳） 

  統括する業務の別    
 
職 
 
歴 
 
及 
 
び 
 
兼 
 
職 
 
状 
 
況 

期  間 内  容 

 

［職歴］ 

自平成○○年○○月○○日 

至平成○○年○○月○○日 

自令和○○年○○月○○日 

至   現在 

自平成○○年○○月○○日 

至   現在 

 

［兼職］ 

自令和○○年○○月○○日 

至   現在 

 

 

 

 

渋谷不動産株式会社取締役就任 

 

渋谷不動産株式会社代表取締役就任 

 

千代田不動産株式会社取締役就任(非常勤) 

 

 

 

渋谷不動産株式会社代表取締役就任(常勤) 

 

 

賞 

罰 

年  月  日 賞  罰  の  内  容 
 な し 

 
    上記のとおり相違ありません。 
 
                                令和○○ 年○○月○○日    氏名  山田  知子 

（記載上の注意） 

 １ 「登録申請者等」とは、第４条第３項第２号に規定する登録申請者（法人である場合は、その役員）及び重要な使用

人をいう。 

 ２ 「統括する業務の別」には、判断業務統括者が統括する業務の別（投資判断、売買、貸借、管理等）を記載すること。 

３ 「内容」には、当該職務に係る不動産の種類（業務用ビル、商業施設、住宅等）、規模及び所在する地域並びに業務

の種類（投資判断、助言、売買、貸借、管理等）を記載すること。 

  ４ 「賞罰」には、第７条第１項第６号及び第７号に係るものすべてを記載すること。 

住所は住民票の住所を記入すること。 

ただし、単身赴任の場合は居所も併記すること。 

「統括する業務の別」については記入する内容

がある場合に記入すること。 

職歴はできる限り記入すること。会社を複数勤務

していたら前の会社も記入すること。また、兼職して

いる場合は常勤の有無 



 

別記様式第三号（第４条第３項第２号関係） 

登録申請者等履歴書 

（ふりがな） 

氏 名 
西田
に し だ

 由紀夫
ゆ き お

 

 

現 住 所 

（郵便番号）○○○－○○○○ 

埼玉県和光市新倉○－○－○ 

                                   電話番号（03）△△△△ – △△△△ 

   役 職 名 等 監査役 生年月日  昭和○○年○月○日 （満××歳） 

  統括する業務の別    
 
職 
 
歴 
 
及 
 
び 
 
兼 
 
職 
 
状 
 
況 

期  間 内  容 

 

［職歴］ 

自平成○○年○○月○○日 

至平成○○年○○月○○日 

自令和○○年○○月○○日 

至   現在 

自平成○○年○○月○○日 

至   現在 

 

［兼職］ 

自令和○○年○○月○○日 

至   現在 

 

 

 

 

新宿会計士事務所入所 

新宿会計士事務所退所 

西田会計事務所設立・所長就任(常勤) 

 

千代田不動産株式会社監査役就任(非常勤) 

 

 

 

西田会計事務所所長就任(常勤) 

 

 

賞 

罰 

年  月  日 賞  罰  の  内  容 
 な し 

 
    上記のとおり相違ありません。 
 
                                令和○○ 年○○月○○日    氏名  西田  由紀夫 

（記載上の注意） 

 １ 「登録申請者等」とは、第４条第３項第２号に規定する登録申請者（法人である場合は、その役員）及び重要な使用

人をいう。 

 ２ 「統括する業務の別」には、判断業務統括者が統括する業務の別（投資判断、売買、貸借、管理等）を記載すること。 

３ 「内容」には、当該職務に係る不動産の種類（業務用ビル、商業施設、住宅等）、規模及び所在する地域並びに業務

の種類（投資判断、助言、売買、貸借、管理等）を記載すること。 

  ４ 「賞罰」には、第７条第１項第６号及び第７号に係るものすべてを記載すること。 

住所は住民票の住所を記入すること。 

ただし、単身赴任の場合は居所も併記すること。 

「統括する業務の別」については記入する内容

がある場合に記入すること。 

職歴はできる限り記入すること。会社を複数勤務

していたら前の会社も記入すること。また、兼職して

いる場合は常勤の有無 



 

別記様式第四号（第４条第３項第４号関係） 

 

登録申請者等の保有する資格の登録番号 

 
 

資 格 の 種 類 

 

（ふりがな） 

氏  名 

 

登 録 番 号 

（登録年月日） 

 

 1.宅地建物取引業法第２条第４号に規定する宅地建物取引士 北山
き たやま

 一郎
い ち ろ う

 
(東京)○○○○○号 

昭和××年××月××

日 

 2.不動産の鑑定評価に関する法律第１５条第１項の不動産鑑定士又は不動産鑑定士補 
  

 3.不動産特定共同事業法施行規則第２１条第１項第３号の証明を受けた者 北山
き たやま

 一郎
い ち ろ う

 
不動産コンサルティング
技能登録 
(○)○○○○号 
平成××年××月××
日 

（記載上の注意） 

 記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、その書面を本様式の次に添付すること。 

 

 

 

 

 

 

 

※ 保有する資格等を記入すること。 

※ 記入には宅地建物取引士に追加して不動産コンサルティング技能登録をされた方は、「１.宅地建物業法 

第２条第４号に規定する宅地建物取引士」と「３.不動産特定共同事業法施工規則第 21条第１項第 

３号の証明を受けた者」の両方に記入すること。 

※  ふりがなは忘れず記入すること。 


